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研究成果の概要（和文）：流域スケールでの河川治水計画を可能とする新たなツール群の整備を実施し，これら
のツールを用いた河川計画の有用性を例証した．既往の計画の問題点を具体的に指摘し，これらを克服するため
のツールとして，洪水物理モデル，洪水経済モデル，洪水避難モデルの３つを新たに構築した．このうち，洪水
物理モデルは計画の基盤となる部分であり，広域氾濫モデル，内水外水一体氾濫モデル，洪水局所流モデル，津
波遡上モデルの４つから構成した．これらのツール群を種々のスケールの既往洪水に適用し，その有用性を例証
した．また，研究成果の国内外への迅速な波及を図るため，成果の一部を汎用フリーソフトウエアの形で整備し
た．

研究成果の概要（英文）：To enable a large-scale river planning considered connections of whole river
 basin, we developed novel numerical and mathematical tools, and checked their validity by applying 
them to flood events with different temporal and spatial scales. The tools are composed of flood 
physics model, flood economic model and flood evacuation model. The flood physics model is the most 
fundamental part for the river planning, and is divided into 4 components, the large-scale 
inundation model, inner-outer inundation connected model, flood induced local flow model and tsunami
 model. Those tools were tested through the applications to past flood events with different scales,
 and the results were compared with observations. Such calibration process showed that the river 
planning aided by the proposed new tools are quite useful and practical. Some components of the 
results were assembled as free-software on an open-source platform to enable everyone in the world 
can use our result without limitations.

研究分野： 水理学
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１．研究開始当初の背景 
近年の既往最大をはるかに超える降雨，巨

大台風の頻発，台風来襲の連続化などは，河
川の災害を急激に巨大化させ，既往の河川防
災計画の脆弱性を露呈した．近年の河川災害
の特徴として次のような点が挙げられる． 
・計画を大きく超える降雨量． 
・被災地の線的，面的広がり． 
・災害スケールの局所的偏在．  
・急激な流況変化，土砂流出，地形変動に伴 

う災害進行の不連続性で突発性． 
このような河川災害の巨大化と時空間的

複雑化は，災害シナリオを予測困難なものと
している．たとえば，平成 23 年の信濃川に
おいては，上流側の氾濫が支川流出ピークを
遅延させたことで，下流側本川ピークとハイ
ドロが重なり，被害を拡大させた．これは，
上流の氾濫が下流側の被害を軽減するとい
う従来の知見と相反するものである．また，
治水に有益とされてきた河道内貯留効果が
裏目に出て被害を拡大する事例も報告され
ている．これらの事例は，河川災害を単に個
別事象の静的な重ね合わせで表し得るもの
ではなく，動的災害シナリオを考慮した計画
策定の必要性を如実に示している．確率降雨
や既往最大流量に基づく河川計画手法は，複
雑化する災害シナリオを過度に平滑化して
扱うものにすぎず，加えて，流域の過密化・
人工化，予算の緊縮化などを考慮すると，も
はや既往の手法の延長上で河川防災を議論
することは適切とはいえない． 
一方，近年の衛星情報システムの高度化，

超並列計算機による気象モデルの高精度化
を背景に気象予測技術は急速に進歩してい
る．これにより災害時における流域内の降雨
の時空間分布をある程度予測できるように
なってきた．残念ながら現在の河川管理計画
は，このような降雨特定の時空間分布特性を
反映させたものとはなっておらず，計画確率
降雨に基づく比較的単純な流出解析により
得られた支川流量の単純和として河道流量
を評価する，旧態然とした手法に頼っている．
流域を一体として捉え，想定される災害シナ
リオ群の包絡線として整備 ｑｑ計画を決定
する新たな計画手法の構築が必要で，そのた
めのツールの整備が急務となっている． 
 
２．研究の目的 
巨大化・複雑化する河川災害に対応するた

め，流域全体を一体として捉えた新たな河川
管理手法の構築を目指し，これに資する洪水
物理モデル，洪水経済モデル，洪水避難モデ
ルからなるツール群を開発する． 
 
３．研究の方法 
研究期間は四年とし，三年目までは手法の

構築を主に進め，最終年度はケーススタディ
とツールの汎用化に当てる．開発するツール
は①広域洪水物理モデル，②氾濫経済モデル，
③洪水避難モデルに大別され，①はさらに４

種類のツールに細分化される．初年度はこれ
らの開発と並行して，近年の国内外巨大河川
災害に焦点を当て，その災害シナリオの解明
を行う．二年目，三年目はツール開発を継続
するとともに実験スケール，実河川スケール
で適用性を検証し，精度と安定生の向上を図
る．最終年度はツール群を完成させるととも
に，国内外河川を対象としたケーススタディ
を通じて本手法の妥当性を例証する．合わせ
て汎用プラットフォームへ成果を反映する． 
 
４．研究成果 
４．１ 洪水物理モデル 
 洪水物理モデルについては，既往のモデル
の適用性検証，広域洪水氾濫モデル，内水外
水一体モデル，洪水局所流モデル，津波遡上
モデルの５つの視点で検討を実施した． 
(1) 既往洪水物理モデルの適用性 
 ここでは，既往の汎用河床変動解析システ
ムである iRIC に含まれる Nays2D 系統のソル
バーを用いたケーススタディに関する研究
について成果を述べる．Nays2D 系のソルバー
では，河道および周辺の地形を区分無く取り
扱い，共通して浅水流を仮定した流体解析を
実施する．このため，地形情報の解像度が高
い場合には両者の地形特性が十分に解像さ
れ，破堤や越流などの設定を適切に与えるこ
とで，堤内外での流れを同時に解析すること
が可能となる．近年は 5m メッシュ等の DEM
データに代表されるラスタ形式の地形情報
がインターネット上で取得可能であり，必要
とされる地形データに容易にアクセス可能
である．このような高解像度の地形データと
Nays2D 系ソルバーである Nays2D Flood ソル
バーを併用した大規模出水時の氾濫流解析
の研究として，2013 年山口・島根水害におけ
る氾濫流の解析を実施した． 対象は阿武川
流域での氾濫流であり，後背地の果樹園など
の浸食が問題とされていた．5m メッシュデー
タの存在しない中山間地域を対象とした解
析であり，当初は基盤地図情報の 10m メッシ
ュデータを基とした河床変動解析を実施し
たが，氾濫流路の形成過程が現地での痕跡状
況と一致せず，結果の再現性に問題を有して
いた．これは，10m メッシュデータが既往の
地形測量結果に基いており，農地の境界のよ
うな微地形を解像し得ていないことが理由
と考えられた．このため，2014 年に複数回の
RTK-VRS による現地での測量を実施し，計
1360点のポイントデータからGISソフト上で
TIN により地形を作成した．この地形データ
を用いて改めて解析を実施したところ，推測
される上記水害時の氾濫流路形成の再現性
が向上した．この解析結果から，氾濫初期に
は比較的平坦な水田に氾濫流が滞留し，その
後に土地利用境界での標高差のような微地
形に沿って流路が形成されていくこと，河道
内に存在する構造物が，出水時の局所的な河
床変動をもたらし，これにより生じた迂回流
が側岸での浸食を発生させた可能性がある



ことなどが示唆された．この検討から，中山
間地域での微地形の把握が後背地での浸食
の検討に際し重要であることが改めて示さ
れた．また逆に 5m メッシュの DEM データの
ような航空レーザー測量に基く高解像度の
地形データが予め入手可能であれば，Nays2D 
Flood 系統のソルバーが十分な再現性を有す
ることが確認された． 
 また近年の河川管理では，河道内に進出し
た植生の管理が問題となることが多く，出水
時の流れと植生生長の相互作用の解明が求
められている．特に初期植生進出に関しては
出水時に浮遊砂やウォッシュロードのよう
な細粒土砂成分が局所的に堆積することが
トリガーとなることが推測されるが，この現
象には微地形に依存した精度の高い流れの
解析が必要である．このような中小規模の出
水時における河道内の流れへのモデル適用
のケーススタディとして，2015 年から 2016
年に掛けて，庄内川における代表的な出水時
の流れの解析を Nays2D ソルバーを用いて実
施した．前述の研究から，解像度の高い地形
情報が得られた場合には Nays2D 系ソルバー
が高い再現性を有していることが確認され
ており，この検討では既往の 5m メッシュ DEM
データと，近年利用が進みつつある SfM-MVS
による写真測量的な手法により得られた高
解像度地形情報を用いた解析を実施した．
2015 年 9月の出水を対象として，SfM-MVS に
より得られた 0.4m メッシュの地形情報に基
いた解析では，出水時の流れが微地形及び草
本の繁茂状況により強く影響を受けた様子
を示すこと，およびその流れから推測される
細粒土砂の堆積状況が，現地観測での分析と
比較的同一の傾向を示すことが確認された．
また既往の 5m メッシュの地形を用いた 2016
年 9 月出水を対象とした河床変動解析では，
現地で得られたSfM-MVS結果の出水前後での
変化が示す土砂の堆積および侵食傾向が，数
値解析結果が示す傾向と良く一致すること
が確認された． 
 以上の成果から共通する結果として，既往
ソルバーが氾濫流あるいは出水時の流れ及
び河床変動に関して十分な再現性を有して
いること，但しその再現性には，高解像度の
地形データに代表される正確な計算条件の
設定に依存することが確認された．したがっ
て，既往ツールは局所的な洪水現象の予測に
は適するが，本研究で目的とする流域一体型
の治水計画には適用は困難と推測された． 
(2) 広域氾濫物理モデルの構築 
近年，地形情報における LP データ，降雨

観測における X バンドレーダＭＰデータ等，
高解像度地理，気象データの高品質化が進み
つつあるが，既往の数値シミュレーションモ
デルでは計算負荷の関係で，地理・気象デー
タに対して大幅に解像度を落とした計算格
子のもとで数値解析が実行されるのが通常
である．本モデルは，高解像度地理，気象情
報データを直接反映させ，かつ合理的な計算

機負荷で洪水氾濫シミュレーションを実施
することを目的として，ダブルグリッドアプ
ローチによる平面二次元モデルを開発した．
ダブルグリッドアプローチでは，デカルト型
計算格子系を採用し，地理情報は高精細格子
に格納し，連続式，基礎方程式の解析はこれ
より１オーダー以上粗い計算格子で実行す
る．このため，細かい計算格子の地理情報を，
いかに精度を劣化させずに粗い格子に反映
させるかが計算全体の精度を決定するポイ
ントとなる．また，運動量の保存性や，将来
的な流砂モデルの導入についても視野に入
れると，移流項の保存性についても配慮する
ことが望ましい．このような目的にかなうモ
デルとして，Volp らにより提案されたダブル
グリッドモデルをベースに，いくつかの改良
を施したモデルを提案した． 
本研究で開発したダブルグリッドモデル

の性能を評価するため，単純地形上でシミュ
レーションを実施し，実験結果と比較するな
どしてその妥当性を示した．また，札幌，パ
キスタン，バンコク等の既往洪水に本モデル
を適用し，実測結果や痕跡と比較することに
よりその精度を示した．また既往のソルバー
と比較し，計算時間がほぼ１オーダー程度小
さくなることを確認した． 
(3) 外水・内水一体氾濫モデルの構築 
河川の中規模なセグメント（一都市程度）

を対象とし，内水と外水の水理を一体的に解
析する手法の開発を行った．開発した解析手
法の特徴は，河道内や氾濫原の地形起伏や中
小河川の平面的な幾何学形状を忠実に水理
解析に反映することを目的として，局所的に
計算格子の辺長を自由自在に変化させるこ
とができる四分木構造格子を導入したこと
である．様々な辺長の矩形格子を組み合わせ
た格子構成となる四分木構造格子の導入に
より，解析対象の地形を柔軟かつ忠実に再現
可能となると同時に，一様な格子辺長を用い
る一般的な解析手法に比べて最大で 10 倍ほ
どの計算効率の向上を達成した．また，分流
と合流を繰り返す複雑な河道網における洪
水時の水理を把握することを目的とした水
理解析に矩形格子を用い，複雑な河道網の格
子構成に自動処理を導入することで格子構
成が極めて容易となるととも，一般化座標で
見られるような計算点配置に由来する水理
解析の不安定性を容易に回避が可能である
ことが分かった．この他，河道の複雑な平面
形状を効率的かつ忠実に境界適合する方法
として一般化座標がしばしば用いられる．一
般化座標には計算点配置についての数学的
な制限は存在しないものの，離散計算におい
ては計算点配置毎に打切誤差の大きさが異
なり，計算点配置次第では不安定な水理解析
となるばかりか非物理的な解をもたらすこ
とさえある．そこで，計算点配置がもたらす
打切誤差の理論的な算定方法を確立すると
ともに，数学的に合理的な計算点配置の方法
の開発を行い，非常に高い効果が得られるこ



とを確認した．さらに，洪水ハザードマップ
は，上記までに示した河道内と氾濫原におけ
る水理解析を基盤として製作されるものの，
2015 年の鬼怒川洪水では同流域ではハザー
ドマップが公表されていたにもかかわらず，
避難行動が遅れた 4300 人もの市民が自衛隊
に救出される事態に陥り，ハザードマップの
存在意義が見直されることになった．これに
対し，まず鬼怒川破堤氾濫に関する河道氾濫
原一体解析をこれまでの研究蓄積を活用し
て実施し，次に水理解析の結果と避難者に聞
き取り調査をした結果得られた時刻毎の位
置情報の重ね合わせを行った．水理解析と住
民の避難行動の重ね合わせ表示は，住民が氾
濫原における氾濫水の伝達速度や安全な避
難経路を選択する教材として活用が可能で
あることなどの新しい知見が得られた． 
(4) 洪水局所流３次元モデルの構築 
 本研究テーマは 2016 北海道水害被害状況
を鑑み研究途中で新たに開始したテーマで
ある．北海道水害では，橋脚や橋台付近の局
所洗堀や，橋げた付近における流木の堆積な
どの局所的現象が被害を左右している箇所
が多くみられた．特に，橋台付近の局所洗掘
は，走行中の車両の落下による死亡事例が報
告されており，きわめて緊急の課題といえる．
これらの局所現象は流動の三次元性が極め
て重要であることから，既往の三次元開水路
流解析モデルを洪水氾濫の追跡が可能なモ
デルへと改良した．すなわち，wet & dry セ
ルの動的変化への対応，ハイドログラフによ
る流量変化設定機能の追加などを実施した．
これらを実河川における急峻なハイドログ
ラフを伴う洪水氾濫流に適用し，結果の妥当
性と安定性を検証した． 
(5) 津波遡上モデルの検討 
津波遡上を想定し，鉛直壁から背後の水層

へ越流する流れについて乱流計算を行い，背
後域の流れと底面せん断力に対するパラメ
ータスタディから水理モデルを構築した．背
後域の水層厚，壁体の崩壊速度に応じて背後
流れの応答は大きく異なり，独特な乱れ分布
並びに渦構造が生じる一方，半解析的に導い
たモデルにより底面せん断力は一意に決定
できることが明らかになった． 
斜面勾配に依存した遡上波水面形状，水層

内流速及びせん断力の相互作用をLIF可視化
実験，SRPIV による流速計測そして気化させ
たドライアイス遡上波の可視化実験を通し
て調査した．LIF 可視化実験によって得られ
た遡上波水面形状は，斜面勾配の急峻化に伴
い顕著な変化を示す．遡上波フロント先端の
水面は高曲率化し，blob 状に膨れ上がり，そ
の背後の水層厚は低下し，また気液界面近傍
に規則的に配列した猫の目状の渦列のパタ
ーンが形成される．急斜面の遡上においては，
膨れ上がったフロント波頂部が下流側背後
へ移流される．SRPIV による遡上波水層内の
流速，渦度，せん断力分布から，遡上フロン
トから底面せん断力，渦度の周期的反転が生

じ，その背後において極めて厚い境界層が発
達することが明らかになった．フロント部で
は反時計回りの流れが blob 状水面形の形成
に寄与し，またネック部の水層上方に遡上進
行方向に対して交互に反転するせん断力，渦
度分布が形成され，猫の目状の水面変動を支
配する．相対的な重力加速度の影響を低減し，
流況にパッシブに応答する波面の変動をド
ライアイスを使った可視化実験によって観
察し，水面及び流速計測から議論した遡上波
の流体運動機構を裏付けた． 
2011 年東北津波の釜石市街への浸水過程

を模擬する都市浸水モデル地形における津
波の防潮堤からの越流，街路への貯留に起因
する段波の生成と伝播，不透過街区への衝突，
さらに交差点での遡上波の合流，衝突過程の
特徴を抽出した．特に，継続した越流に伴い，
街路での越流水の貯留に伴う水位上昇は，街
路に沿う高い圧力勾配によって段波を連続
的に生成し，街路を駆け巡る非定常な流れが
形成されることが明らかとなった．この街路
を伝播する段波群の重畳に伴う非定常な波
力振動が街中で継続し，建築物の安定，被害
に影響を与えるだけでなく，段波内部並びに
隅部を流れる遡上流れに有意な大規模渦分
布が形成される．段波による急速な水位上昇
並びに大規模渦の発生は，浸水域の力学的影
響だけでなく避難を困難にするため，都市型
被災シナリオとして提案する． 
高解像地形データ上で一連の津波の遡上

過程を一貫して解くAMR-CIP系遡上計算法を
提案，解説すると共に，その優位性並びに計
算結果の解像度依存性を模型実験並びに今
次津波の再現計算を通して検証した．北上川
流域を対象とした模型実験に対する本計算
モデルによる再現計算を行い，追波湾から伝
達する津波の河口堤防からの越流，河口砂州
上の局所水位変動，河川堤防からの越流，そ
して用水路や道路など局所地形を遡上する
津波を最高解像度で追跡し，その浸水過程を
計算した．河道内における水位変動の実験結
果，標準的非線形長波方程式モデルによる数
値結果と本モデルの結果を比較し，提案する
モデルは，両者の結果と矛盾なく津波の伝播
を再現することを確認した．河川堤防の解像
度に応じて越流氾濫のタイミング及び規模
に差異が生じ，また起伏の大きい堤内地への
浸水過程において地形の形状抵抗を反映す
る度合いが地形解像度に依存し，その浸水速
度に影響を与える． 
４．２ 洪水経済モデルの構築 
降雨被害リスクを抱える道路ネットワー

クを対象とする改修費用最適配分決定モデ
ルを構築した．モデルの定式化に際して，あ
る強度を有する降雨の発生確率と，降雨発生
時の移動時間の確率的変動を考慮し，リンク
の確率的移動時間をガウス混合分布によっ
て表現している．ガウス混合分布を適用する
ことで降雨によりリンクが途絶する状態と
連結されている 2 つの状態を考慮している．



また，河川の改修は降雨がネットワーク中の
道路に与える影響を変化させるものとし，河
川改修の規模に対応した確率的移動時間を
想定した．以上の方法で表した確率的移動時
間を用いて経路移動時間の平均と分散を推
計し，それらで表される各経路の移動時間費
用を指標とした確率的利用者均衡配分モデ
ルを定式化した．改修費用最適配分決定モデ
ルは，河川の改修費用とドライバーの移動時
間費用の和で表現される総費用を最小にす
る改修費用配分を決定した．つまり，このモ
デルは確率的利用者均衡問題を制約条件と
した均衡制約付き総費用最小化問題として
定式化されている． 
 図 1 に示すテストネットワークを対象に，
構築したモデルの検証実験を行った．青い曲
線で示される河川付近にある①～⑤が修繕
場所を示している．計画期間は 5 年, 年間予
算は 200(万円/年)とし，感度分析法に基づい
たアルゴリズムを適用して均衡制約付き総
費用最小化問題を解いた． 
 表 2 は目的関数を最小化することによって
得られる年度毎の最適な改修配分予算であ
る．図 2 からは計画期間内で改修を加える事
によって総費用が減少することがわかる．ま
た，改修を全く行わなかった場合の 5 年分の
総費用が 34,664（万円/5 年）と推計されるの
に対し，最適に改修を行った場合の総費用は
11,718（万円/5 年）となり，大幅に費用削減
が可能となることが確認できた． 

 
図-1 テストネットワーク 

表 2 改修時期と改修量（万円） 
   修繕場所 
年     

⑤ 

1 200 0 0 0 0

2 16 0 0 184 0

3 41 159 0 0 0

4 0 0 0 0 200

5 0 0 80 0 0

計 257 159 80 184 200

 
図 2 総費用 

４．３ 洪水避難モデルの構築 
水災害時の気象状況を考慮した避難行動

モデルの定式化を行った．水害時においては，
気象状況の変化が被害状況に大きく影響を

与える．避難行動モデルでは，住民が避難す
るかどうか，避難する場合どの避難所を選択
するかを内生化した上で，住民の期待費用を
最小化する一時避難所の配置計画を考えて
いる．X バンドレーダと C バンドレーダによ
り推定される降雨情報（降雨発生確率分布）
を想定し，最適配置問題の比較検討を行った． 
 図 3 に示す仮想地域に避難行動モデルを適
用した計算例を示す．X バンドレーダと C バ
ンドレーダの特性を反映するため，地域を 4
つの区域に分割して考える．また，それぞれ
の区域には，世帯が 5 つ，一時避難所が 4 つ
存在すると設定した．C バンドレーダは X バ
ンドレーダに比べ空間解像度が低いため，4
つの区域に同一の降雨発生確率分布を設定
した．それに対し X バンドレーダでは，4 つ
の区域にそれぞれの発生確率分布を設定し
た．ここで，C バンドレーダによる降雨発生
確率分布は，X バンドレーダによる 4 つの降
雨発生確率分布の平均となるように設定し
ている．以上の設定において，期待費用を求
めた結果，図 4 に示す結果が得られた．X バ
ンドレーダによる降雨発生確率分布を用い
ることによって，期待費用分布のばらつきが
減少し，不確実性が減少している．また，総
期待費用の基準値が 50 億円であるのに対し，
Xバンドレーダにより得られた値は 57.6億円，
Cバンドレーダにより得られた値は 75.5億円
となり，X バンドレーダによる降雨発生確率
分布用いることで，より基準値に近い値を得
ることが可能であることがわかる．ここで基
準値とは，不確実性のない降雨量（事後的に
得られる観測降雨量）を想定した場合の総期
待費用であり，総期待費用の下限値と解釈す
ることができる． 

 
図 3 対象地域 
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図 4 期待費用 
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